
 

東京管区気象台 湿度計用焼結テフロンフィルタの購入 規格書 

 

令 和 ７ 年 度 

東 京 管 区 気 象 台 

気象防災部観測予報課 

1.  件 名  

東京管区気象台 湿度計用焼結テフロンフィルタの購入 

 

2.  品名及び数量 

湿度計焼結テフロンフィルタ（Ｏリング付）  ２１０個 

 

3. 規格 

湿度計焼結テフロンフィルタ（Ｏリング付） ST219452SPJM  

 

4. 納入期限  

令和７年１１月２８日（金） 

 

5.  納入場所 

東京都清瀬市中清戸３－２３５ 

東京管区気象台 気象防災部観測予報課 測器係 

 

6.  検 査  

当台が任命する検査職員により検査を実施する。  

 

7.  保 証  

受注者は、本機に対して製品の性能等に関して引渡し後1年間保証すること。  



契約書（案） 

 

 支出負担行為担当官 東京管区気象台長 水野 孝則（以下「発注者」という。）と、○○○

○○○○○○○○ (以下「受注者」という。）とは、下記のとおり契約を締結する。 

 

案件名称 東京管区気象台 湿度計用焼結テフロンフィルタの購入 

案件内容・仕様 規格書のとおり 

契約金額 

（税込み） 

金        円 

（うち消費税及び地方消費税相当額     円） 

納入期限 令和 07 年 11 月 28 日 

契約期間 令和 07 年〇〇月〇〇日 ～ 令和 07 年 11 月 28 日 

納入場所・履行場所 規格書のとおり 

契約保証金 免除 

備考  

 

【電子契約の場合】 

 本契約の締結の証として、本文書に対し発注者及び受注者が署名を行ったものを本シス

テムで保存し、長期に渡って当該契約の成立及び内容を立証する。 

 

【紙契約の場合】 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有

する。 

 

 令和 07 年○○月○○日 

                発注者 支出負担行為担当官 

                    東京管区気象台長 

                    水野 孝則 

 

 

                受注者 ○○○○○○○○○○○ 

                    ○○○○○○○○○ 

                    ○○○○○ ○○ ○○ 

                     

 

 

 

 

 

 



（契約の内容） 

第１条 購入物品の規格は規格書のとおりとする。ただし、天災地変その他やむ得ないときは、発注者と

受注者とが協議のうえ変更することが出来る。 

第２条 規格書に明記しない事項であっても、納入上必要を欠くことができないものが生じたときは、発

注者の指示に従い契約金額内において実施すること。 

第３条 契約金額は変更することができない。ただし、経済界の急激な変動その他やむを得ないときは、

発注者と受注者とが協議のうえ変更することが出来る。もし、協議が成立しないときは発注者の意志に従

うものとする。 

 

（納入期限及び延滞料) 

第４条 購入物品の納入は、期限内に履行しなければならない。ただし、天災地変その他やむを得ないと

きは、発注者、受注者協議のうえ、延期することができる。この場合、受注者は購入物品の納入の遅延が予

想されたときは、すみやかに発注者に協議を求めなければならない。 

第５条 前条の履行完了日は、第９条の検査を完了した日とする。 

第６条 受注者が発注者の認める正当な理由なくして納入を遅らせたときは、発注者は納入期限の翌日か

ら起算して納入完了当日まで、契約金額に対し年３％の割合で延滞料を徴収する。 

 

（履行費用等） 

第７条 契約の履行に要する一切の費用は、発注者が負担する特約をした場合を除き、すべて受注者の負

担とする。 

第８条 物品の性質上、必要な容器及び外包は発注者の所得とする。 

 

（検査） 

第９条 発注者は、契約の履行について検査を行わなければならない。 

第 10 条 発注者は、受注者から履行完了の届け出を受けた日から１０日以内に検査を完了しなければなら

ない。 

第 11 条 前条の検査には、受注者も立ち会わなければならない。 

第 12 条 第９条に規定する検査に、発注者が通知したにもかかわらず、受注者が立ち会わないときは、発

注者は単独に検査を実施し、その結果を受注者に通知するものとする。 

２ 前項の場合には、発注者の検査結果に対して、受注者は不服を述べることができない。 

第 13 条 検査前の納入物品の亡失き損は、受注者の責任とする。ただし、発注者の検査が所定期日以上に

遅延したことにより生じたものについては、発注者がその責めを負う。 

第 14 条 検査の結果、物品納入の全部若しくは一部に不合格品を生じたときは、発注者は受注者に対し、

すみやかに不合格品を引き取らせ、代品（補修可能の場合は補修によるものを含む。次項において同じ。) 

の履行期限を定め通告しなければならない。 

２  前項により通告した期限（以下「通告期限」という）に遅れたものに対する延滞料については、第６

条の規定を準用する。この場合の期間の計算は、通告期限の翌日から起算して代品納入の当日までとする。

ただし、発注者において、受注者が故意に不合格品を納入したと認めたときは、頭書記載の履行期限の翌

日から起算する。 

 

（代金支払方法及び遅延利息） 



第 15 条 受注者は、第９条の検査に合格したときは、適法な手続きに従って代金の請求をすることができ

る。 

２ 発注者は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して３０日以内に代金を支払わな

ければならない。 

第 16 条 発注者の責に帰すべき理由により、前条第２項の規定による代金の支払が遅れた場合において

は、受注者は未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．５％の割合で計算した額の遅延利息の支払を請

求することができる。 

 

（契約不適合責任） 

第 17 条 受注者は、発注者に納入した購入物品に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないも

のがあるときは、別に定める場合を除き、その修補、代替品の引渡し、不足分の引渡しによる履行の追完

又これに代えて若しくは併せて損害賠償の責めを負うものとする。ただし、発注者の指示により生じたも

のであるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合において、発注者がその不適合を知った時から１年以内にその旨を受注者に通知しないと

きは、発注者は、前項の請求をすることができない。ただし、受注者が引渡しの時にその不適合を知り、又

は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。 

 

（保証） 

第 18 条 納品完了後、明らかに納入上に起因する故障または不具合が生じた場合は、受注者の責任におい

て、直ちに修復すること。 

 

（危険負担） 

第 19 条 物品の検収以前に生じた物品の亡失、変形、消耗、破損等による損失は全て受注者の負担とする。

ただし、発注者の故意又は過失による場合はこの限りではない。 

 

（発注者の任意解除権） 

第 20 条 発注者は、目的物の納品が完了するまでの間は、次条又は第２２条の規定によるほか、必要があ

るときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

 

（発注者の催告による解除権） 

第 21 条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履行の催告

をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した

時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

一 契約締結に際し、受注者に不正があったとき。 

二 受注者の責めに帰する事由により、発注者において契約完了の見通しがたたないと認めたとき。 

三 受注者若しくはその代理人又は使用人に不正があり、あるいは発注者の指示に従わないとき。 

四 受注者が第９条に定める発注者の検査を拒否し、あるいは執行を妨げ、又は不正が発見されたとき。 

五 不合格品に対し代品の納入を命じ、再び不合格品を納入したとき。 

 



（発注者の催告によらない解除権） 

第 22 条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することが

できる。 

一 この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保の目的に供したとき。 

二 この契約の目的物を納入することができないことが明らかであるとき。 

三 受注者がこの契約の目的物の納入を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

四 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明

確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。 

五 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ契

約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をし

た目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

七 受注者が解約を申し出たとき。 

八 受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、受注者が法人

である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他実質的に関与している

者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団又は暴力団員であると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積

極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

二 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認めら

れるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれか

に該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契

約の相手方としていた場合（へに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求

め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 

（受注者の解除権） 

第 23 条 発注者の都合により、契約の解除を必要とするときは、受注者は、発注者に対し契約の全部又は

一部を解除することができる。 

２ 契約の解除を申し込む場合は、文書をもってしなければならない。 

 

（違約金） 

第 24 条 発注者は、この契約の全部又は一部を解除した場合で、解除の理由が第２２条第一号から第七号

までの規定に該当するときは、解除部分に対する契約金額の１００分の１０に相当する金額を受注者から

違約金として徴収するものとする。ただし、同条第六号による受注者の解約の申し出が、発注者の責めに

帰する事由による場合はこの限りでない。 

 



（損害賠償） 

第 25 条 受注者は、この契約が第２２条第六号（発注者の責めに帰する事由による場合に限る。）又は第

２３条第１項により契約が解除された場合で、受注者に損害が生じたときは、発注者に対しその損害の賠

償を請求することができる。 

２ 前項に規定する損害賠償の請求は、解除の日から３０日以内の日に文書により行われなければならな

い。 

３  第１項に規定する損害賠償の額は、発注者、受注者協議して定める。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第 26 条 受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、契

約額（この契約締結後、契約額の変更があった場合には、変更後の契約額。次項において同じ。) の１０

分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独

占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条

の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む）の規定に基づく課徴金の納付命令(以下

「納付命令」という。) を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６

３条第２項の規定により取り消された場合を含む。以下この条において同じ。） 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受

注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に対して行なわれたときは、

受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者に対して行なわれていないときは、各名宛人に対す

る命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次項において同じ）において、この契約に関し、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の

規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合

において、この契約が当該期間(これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者に対して納付

命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為

の実行期間を除く。) に入札 (見積書の提出を含む。) が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該

当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。) の刑法 (明治４０年法律

第４５号) 第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確

定したとき。 

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基

づき、前項に規定する請負代金額の１０分の１に相当する額のほか、契約額の１００分の５に相当する額

を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一  前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第７条の３第２項又は

第３項の規定の適用があるとき。 

二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第４号に規定する刑に係る確定判決に

おいて、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。 

３ 受注者が前２項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間を経過

した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３％の割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わな



ければならない。  

４ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることができない。 

５ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、

発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第 27 条 契約書において書面により行われなければならないこととされている催告、請求、通知、申出、

協議、承諾及び解除は、法令に違反しない限りにおいて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法を用いて行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでな

ければならない。 

 

（その他） 

第 28 条 この契約に定めのない事項又はこの契約の履行について疑義を生じた場合は、発注者と受注者と

が協議して決定するものとする。 

第 29 条 この契約に関する訴訟は、東京地方裁判所を管轄裁判所として行うものとする。 
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